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長周期地震動を受ける超高層鉄筋コンクリート造建物の耐震性能 
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Abstract 

This paper describes experimental studies on earthquake resistant performance of high-rise RC buildings 
subjected to long-period ground motions. Shaking table tests of a 20-story RC frame structure were carried 
out at E-Defense, Hyogo Earthquake Engineering Research Center, National Research Institute for Earth 
Science and Disaster Prevention. The test specimen was a 1/4 scale moment-resisting frame structure 
consisting of three spans in the longitudinal direction and two spans in the transverse direction. The input 
motions were based on those observed during the 2011 Off the Pacific Coast of Tohoku Earthquake and the 
predicted for the three-events-connected source model expected to occur in the Nankai Trough region. The 
results showed that the specimen reached its ultimate stage, because flexural yielding occurred at each girder 
end for almost all of the stories, and that a maximum story drift angle of 1/35 was recorded. Slip behavior 
was observed in the story shear - story drift and story shear - beam end rotation relationships. 

概   要 

本報では，近年，超高層建物への影響が懸念されている長周期地震動に対する鉄筋コンクリート造建物の耐

震性能に関する実験的研究について述べる。防災科学技術研究所兵庫耐震工学研究センターのＥ－ディフェン

スを使用して，20 層 RC 造建物試験体の震動実験を実施した。試験体は，1990 年代後半の超高層 RC 建物を参

考にし，縮尺 1/4，2×3 スパンの純ラーメン構造とした。入力地震波は，2011 年東北地方太平洋沖地震の際の

観測波と，南海トラフを震源とする三連動地震を想定して作成された模擬波を基本とした。実験では，各層の

梁端にヒンジを生じる全体降伏形のメカニズムを形成し，最大応答層間変形角 1/35 程度となり，目標とする応

答レベルの終局状態に至らしめることができた。一方，通常の設計範囲を超えた終局状態に至るレベルでは，

層せん断力が大きく，また，各層や梁の履歴復元力特性にはスリップ性状が現れており，従来の紡錘形と異な

る挙動が確認された。 

 

 1. はじめに 

 

 近年，発生が予想されている海溝型巨大地震により，

首都圏や大阪，名古屋などの大都市の超高層建物が長周

期地震動を受ける懸念が高まりつつある。2011 年東北地

方太平洋沖地震では，実際に首都圏の高層建物が長周期

地震動の揺れに長時間さらされることとなった。超高層

鉄筋コンクリート造建物については，そのような多数回

繰返し外力に対する性能を評価する目的で，各部材レベ

ルの性能確認実験や解析的検討が行われている例えば 1)。

著者らは，長周期地震動に対する耐震性能の検証を目的

とした研究として，既存の超高層鉄筋コンクリート造建

物の部材断面の調査結果に基づき，柱や梁部材および架

構の耐震性能評価やモデル化手法を検証するための実験

および解析的研究を進めてきた 2), 3)。本報では，これら

の研究の一環として，超高層建物の長周期地震動に対す

る実際の挙動を直接検証し，データを取得することを目

的として実施した縮小 20層RC造建物試験体の震動実験

について述べる。 

 

 2. 実験計画 

 

2.1  試験体計画 

 試験体の基準階伏図，軸組図および配筋詳細例をFig. 1

に示す。試験体は，平面 2×3 スパンの純ラーメン架構と

し，超高層建物（階高 3m，建物高さ 60m）を想定して，

20 層とした。試験体の配筋等は，1990 年代後半の超高層

RC 造建物を参考にし，1/4 縮尺として計画した（階高

750mm，建物高さ 15m）。相似則を踏まえて，柱に生じ

る軸応力度が実物大と等しくなるように，各階に，125kN
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の錘を設置した。柱，梁断面はそれぞれ 225×225mm，

150×200mm とし，スラブ厚さは錘を設置することを考

慮して 80mm とした。試験体の１階柱脚から上の部分の

重量は 3557kN となり，基準階（後述する接続階を除く

各階）の単位床重量は 11.2kN/m2 となった。断面リスト

を Table 1 に，使用材料の一覧を Table 2 に示す。コンク

リートの設計基準強度は，下層部の柱を最大 60N/mm2

として上層ほど強度を低くし，上層階の柱と全層の床・

梁は 30N/mm2 とし，高層 RC 建物で一般的に行われる

VH 分離工法にて施工した。主筋は，SD390 および SD490

を，せん断補強筋には高強度鉄筋を，スラブ筋には

SD295A を用いた。また，梁主筋端部は，機械式定着を

想定して円板（直径 25mm）を溶接した。 

 試験体は，５つのブロックに分割して製作し，各ブロ

ックは柱内法高さ中央位置で分割し，柱主筋を溶接した

定着板同士を高力ボルトで接続した。接続する階は，3，

8，13，17 階とし，13 階では，三分力計を挟んで接合す

ることで，各柱の軸力・せん断力（２方向）を計測する

こととした。試験体の製作状況を Photo 1 に示す。 

 

2.2  計測および加震計画 

2.2.1  計測計画  加震実験は，独立行政法人防災科

学技術研究所兵庫耐震工学研究センターの実大三次元震

動破壊実験施設「Ｅ－ディフェンス」にて実施した。 

 震動台上には，試験体の倒壊防止と観察等の作業用足

場を兼ねた防護フレームを設置し，このフレームを基準

として試験体の相対水平変位を計測した（2，3，5，9，

  
Fig. 1 試験体の形状寸法・配筋例 
Plan and Elevation of Test Specimen 

 

(a) 柱梁接合部の配筋状況 

 

             (b)梁主筋端部の仕様 

 

(c) 第２，３ブロック 

Photo 1 試験体の製作状況 
Construction Process of the Test Specimen 
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13，17，20 階床レベル）。また，試験体の各階床には加

速度計を設置し，全層で加速度を計測した。梁端部には，

回転角を算出するための軸方向変位を計測するとともに，

柱・梁主筋の歪度を計測した。 

2.2.2  加震計画  入力地震動は，長周期地震動とし，

2011 年東北地方太平洋沖地震の際に関東地方で観測さ

れた観測記録 4)（三軸，東京観測波と呼ぶ）と，南海ト

ラフを震源とした東海・東南海・南海の三連動地震を想

定して作成された模擬波（一軸，津島波と呼ぶ）5)を基

本とし，２種の地震波を目標応答レベルに応じて増幅し

て用いた。また，本実験では，3 スパンの方向（桁行方

向）を主要な加震方向とし，東京観測波を増幅する場合

は，桁行方向成分（NS 成分）のみを増幅することとし

た。なお，試験体の縮尺は 1/4 であるので，相似則に基

づき，時間軸を 1/2 倍して用いた。入力地震波の加速度

時刻歴と加速度応答スペクトルを Fig. 2 に示す。 

 加震時の目標レベルは，三段階の応答値を目標として

設定した。すなわち，最大応答層間変形角を 1/200，1/100

程度および 1/50 超程度，となるように設定し，用いる地

震波を増幅した。また，各加震において，目標通りの入

Table 1 部材断面リスト 
Member List 

階 
柱 225×225[mm] 

階 
梁 150×200[mm] 

C22 C12 C11 C21 GX GY 

20～17 階 
8-D10 
-D6@90 R 階，20 階

3/3-D10 
2-D6@100 

3/3-D10 
2-D6@100 

17～13 階 
8-D10 
-D6@90 

12-D10 
-D6@90 19，18 階

3+1/3-D10 
2-D6@100 

3+1/3-D10 
2-D6@100 

13～8 階 
8-D10 
-D6@90 

12-D10 
-D6@90 

8+1-D10
-D6@90

12-D10 
-D6@90

17，16 階
3+1/3-D10 
2-D6@85 

3+2/3+1-D10 
2-D6@85 

8～3 階 
12-D10 
-D6@90 

12-D13 
(SD490) 
-D6@90 

12+2-D13
(SD490)
-D6@90

12-D13 
(SD490)
-D6@90

15～13 階
3+2/3+1-D10 

2-D6@85 
3+2/3+2-D10 

2-D6@85 

3～2 階 
12-D10 
-D6@90 

12-D13 
(SD490) 
-D6@90 

12+2-D13
(SD490)
-D6@90

12-D13 
(SD490)
-D6@90

12～9 階 
3+2/3+1-D10 

(SD490) 
2-D6@60 

3+2/3+2-D10 
(SD490) 

2-D6@60 

1 階 
12-D10 
-D6@50 

12-D13 
(SD490) 
-D6@50 

12+2-D13
(SD490)
-D6@50

12-D13 
(SD490)
-D6@50

8～2 階 
3+3/3+2-D10 

(SD490) 
2-D6@60 

3+3/3+3-D10 
(SD490) 

2-D6@60 
  主筋の鋼種（()内）は記載が無い場合は SD390，せん断補強筋は 685N/mm2級高強度鉄筋 

  接続階（3，8，13，17 階）の柱は，定着板の上下で配筋が異なる。 

 

Table 2 使用材料の特性一覧 
Material Properties 

(a) コンクリート (b) 鉄筋 

部位 
圧縮強度 
[N/mm2] 

ヤング係数
[N/mm2] 

割裂強度
[N/mm2] 

径・種別 
降伏強度
[N/mm2] 

ヤング係数 
[N/mm2] 

引張強度
[N/mm2] 

17-20F 柱，梁・スラブ 43.5 2.58×104 2.99 D6(SD295A) 417 2.02×105 565 

13-17F 柱 50.3 2.67×104 3.39 D6(685N/mm2級) 649 1.97×105 931 

8-13F 柱 60.8 3.15×104 3.92 D10(SD390) 453 1.98×105 653 

1-8F 柱 85.1 3.92×104 4.81 D10(SD490) 529 1.94×105 721 

基礎 100.4 4.41×104 4.90 D13(SD490) 534 2.00×105 719 

  

上：東京観測波／下：津島波 

 
Fig. 2 (a) 入力波形の加速度履歴 
Acceleration Histry of Input Wave 

津島波については，防護フレーム等の共振を避けるため， 

0.3 秒以下の成分を低減するフィルター処理をしている。 

 

Fig. 2 (b) 入力波形の加速度応答スペクトル 
Response Spectrum of Input Wave 
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力波形を再現するための調整加震や，試験体の特性把握

加震を行うため加震ケースは合計 39 となった。 
 

 3. 実験結果 

 

3.1  損傷状況 

 前述したように，本実験では，地震波形による本加震

は三つの段階を設定し，各加震段階が終了するたびに，

試験体の損傷状況を確認した。主要な加震ケースを，試

験体固有周期の計測値（最大50galのランダム波による）

と最大応答層間変形角とともに Table 3 に示す。また，

全加震ケースにおける周期の推移を Fig. 3 に示す。実建

物の弾性固有周期は高さH=60mに対して 0.02H=1.2秒と

略算されることから，縮尺 1/4 の試験体では 0.6 秒と想

定される。初期状態は概ね対応しており，加震により損

傷が進み，最終的に 1.2 秒程度まで伸びていることが分

かる。 

Table 3 主要な加震ケース一覧 
The List of Main Test Case 

ｹｰｽ 波形（倍率） 
固有周期 

（加震後）[sec.] 
最大応答 

層間変形角[rad.]

#1-2A ランダム波(40gal) 0.54 － 
#1-5 東京観測波(100%) 0.76 1/234 
#2-2 東京観測波(200%) 0.89 1/137 
#2-6 東京観測波(300%) 1.02 1/86 
#3-2 津島波(150%) 1.08 1/64 
#3-5 津島波(200%) 1.28 1/35 
#3-6 ランダム波(50gal) 1.28 － 

Fig. 3 固有周期の推移 
Natural Period of the Test Specimen 
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Period [sec.]

Case 1-5
↓

↑
Case 2-2

↑
Case 2-6

Case 3-2
↓

　　　↑
Case 3-5

加震ケース

東京観測波100%

東京観測波
（200%）

東京観測波
（300%）

津島波150%

津島波200%T=0.6sec.

        ケース 2-6 終了時                   全加震終了後 

網掛け部分は，治具等のためひびわれ観察不十分の階を示す。 

黒○は歪度計測位置を，赤●は梁主筋の降伏を示す。 

 

Fig. 4 ひびわれ図と主筋降伏状況 
Crack Patterns and Yielding of Main Bars

Fig. 5 残留ひび割れ幅 
Observed Crack Width
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階

GX(2),GX(3)は，
X2-3間梁のX2,3端での
GX(4)はX3-4間梁の
X4端での計測値を，
それぞれ表す。
いずれもY1通り。
また，部位により，
複数本のひびわれ幅を
計測している。
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Fig. 7 最大層せん断力分布 

Maximum Story Shear  
 

 主要な加震後の損傷状況を Fig. 4 に示す。図には，梁

主筋の歪度計測位置とともに，降伏歪度を超えた部位を

記載した。また，全ての加震が終了した後に計測した残

留ひびわれ幅の分布を Fig. 5 に示す。梁端の主筋歪度に

ついては，計測範囲では 14 階まで降伏が確認されており，

概ね各層の梁端降伏による全体降伏形のメカニズムに達

していると判断できる。また，残留ひびわれ幅の分布か

ら，5～11階の梁で，最大0.5～1.0mm程度となっており，

下層部だけでなく中間層まで，比較的大きな塑性率に達

したことが推察される。なお，1，2 階柱主筋の降伏も確

認された。 

 

3.2  各層の応答性状 

3.2.1  変位の換算方法  試験体の各階床には，加速

度計を設置し，X，Y，Z 方向の加速度を計測した。計測

された加速度を周波数領域で二階積分し，さらに長周期

成分のノイズの影響による変位誤差を生じさせないよう

にするため，0.4Hz 以下をカットし，各階の変位に換算

した。換算結果の一例として，層間変位の時刻歴を Fig. 6

に示す。図には，防護フレームからの相対変位として計

測したレーザー変位計による計測結果も示した。レーザ

ー変位計は，2，3，5，9，13，17，20 階の床レベルで計

測しているため，計測値および換算値ともに，3 階と 5

階，および 5 階と 9 階の水平変位の差をそれぞれ 2 およ

び 4 で除して，3～5 階および 5～9 階における平均的な

層間変位とした値を示した。両者はよく一致している。

また，他の階の計測結果についても同様によく一致して

おり，積分による換算方法が妥当であると判断できる。 

3.2.2  最大応答値分布  主要な加震ケースにおける

最大層せん断力分布を Fig. 7 に示す。層せん断力は，各

層の加速度計測値に層重量（推定値：約 177kN）を乗じ

て得た各層の水平力から求めた。 

 1 階の層せん断力 QBは，最大応答層間変形角 Rmax が

1/200 を超えた#1-5 の加震で 650kN（ベースシア係数

CB=0.18）程度となっており，既往の超高層 RC 建物の分

析結果 6)から得られる平均的な設計用せん断力係数

=0.18/T1（＝0.18/1.2＝0.15）よりやや大きいことがわか

る。さらに，Rmax が 1/100 を超えた#2-6 の加震で

QB=1180kN（CB=0.33）程度，最終の#3-5 の加震では

QB=1430kN（CB=0.4）超となっており，いずれも大きな

層せん断力となっている。このことは，一般化するため

には分析と事例の蓄積が必要であるが，終局限界状態を

保証するための設計等において想定するべき耐力上昇を，

より大きくするべき必要性を示唆するものともいえる。 

3.2.3  各層の履歴復元力特性  各層の層せん断力～

層間変形の関係を Fig. 8 に示す。図は，6，8 階について

示した。加震ケース#2-6，#3-2 で，やや紡錘形の履歴を

描くようになり，#3-5 では，層せん断力がほぼ一定とな

り，降伏により変形が進む様子が確認できる。一方，荷

重が小さい領域では，スリップ性状が見られ，エネルギ

ー吸収能力の小さい履歴特性であるといえる。 

3.2.4  等価粘性減衰定数  各層の層せん断力～層間

変形から，等価粘性減衰定数を算出した。算出にあたっ

ては，層間変形が比較的大きく（#3-2，#3-5 では 1/200

以上，#2-2，#2-6 では 1/400 以上，#1-5 では 1/500 以上

とした），正負一往復するサイクルを対象とした。横軸

を層間変形角（正負平均値）とし，縦軸に等価粘性減衰

定数をプロットした図を Fig. 9 に示す。図には，既往の

静的載荷実験結果 3), 7)も併せて示した。文献の実験は，

本震動実験試験体と同程度の部材寸法・断面の梁と柱で

構成された，1 層 2 スパンの平面部分架構試験体の静的

多数回繰り返し載荷実験であり，2 サイクル目の値を図

示した。 

0 500 1000 1500

5

10

15

20
#1-5
#2-2
#2-6
#3-2
#3-5

Story Shear [kN]

Story

赤：加速度積分，黒：レーザー変位計 

Fig. 6 層間変位の時刻歴の例 
Observed Time Histories of Story Drift 
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 図より，各層の等価粘性減衰定数は，概ね 5%程度と

小さく，変位が大きい場合でも 7～8%程度となっている。

静的載荷実験では，層間変形角 1/50rad.を超えると，急

激に大きくなる傾向がみられ，本実験結果でも，変形が

大きい場合には，6 階では静的載荷実験結果と同程度の

値をとるが，8 階では静的載荷実験結果より大きくなる

ことはなく，比較的小さな値で推移している。一般的に

紡錘形の履歴曲線を描く RC 部材の等価粘性減衰定数は，

塑性率 1~2 でおよそ 10%前後となるため，やや小さいと

いえる。前項に示したこととあわせ，荷重～変形関係の

履歴面積が小さく，履歴によるエネルギー吸収性能が比

較的乏しい点は，動的解析に用いるモデルに反映する必

要性を示唆している。 

 

3.3  部材の応答性状 

3.3.1  柱の負担力  超高層 RC 造建物では，地震時の

転倒モーメントに伴う柱の変動軸力が大きくなり，それ

により断面サイズやコンクリート，鉄筋の強度が決まる

場合がある。そこで，13 階の実測値をもとに，1 階柱の

負担軸力を推定する。 

 ここでは，各層の転倒モーメントから，柱の負担軸力

を推定する。13 階の接続部分では，すべての柱に三分力

計を設置し，柱に作用する軸力とせん断力を計測した。

転倒モーメントから，次式および Fig. 10 に従い，各柱の

変動軸力を算出した。 

 

a．支配面積に比例して分配する場合 

TOXC M
L

N ..11 10

3

4

1
  (1)

 

TOXC M
L

N ..12 10

3

4

2
  (2)

 
b．等分する場合 

TOXCC M
L

NN ..1211 10

3

3

1
  (3)

 
ここで，NC11，NC12，NC21，NC22：各柱の変動軸力，MX.O.T：

X方向の転倒モーメント，L：スパン長さで1.625mである。

また，NC21，NC22は以下による。 

1121 3

1
CC NN   (4)

 

1222 3

1
CC NN   (5)

 
 

 計測結果と推定結果を比較して，Fig. 11に示す。なお，

図には，自重により生じる軸力も同様に配分して推定し，

加算している。図は，各柱の最大・最小軸力を，主要な

加震ケース毎にプロットした。図より，いずれも傾向は

良く対応しているが，支配面積に応じて配分するより，

等分した方がより良いことがわかる。 

 上述の方法に基づき，1 階柱の負担軸力を推定した。

推定結果の圧縮または引張側の最大値を Fig. 12 に示す。

計算仮定（支配面積または等分）により，やや相違があ

るものの，側柱の圧縮軸力は，加震ケース#2-6 で軸力比

0.25～0.45 程度，#3-5 で軸力比 0.35～0.5 程度の大きな軸

 

 
Fig. 8 層せん断力～層間変位関係 

Relationship of Story Shear – Story Drift 
 

 

  
Fig. 9 等価粘性減衰定数 

Equivalent Viscous Damping Ratio 
 

 (a) 支配面積に応じた配分   (b) 構面ごとに等分 
 

Fig. 10 柱軸力の配分方法模式図 
Distribution Methods of Floor Load into Column 
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力が作用していたと推定される。なお，本推定手法では，

架構平面内の中央を中立軸位置と仮定して圧縮・引張を

等分して変動軸力を求めているため，圧縮側の剛性が高

い RC 架構では，圧縮軸力を過小評価する傾向があると

考えられる。一方，引張軸力では，最大で 800～1000kN

程度生じていた結果となっているが，こちらは過大評価

する傾向にあることを付記しておく。 

3.3.2  梁端回転角  一部の梁の両端部では，梁の上

下面において部材軸方向変位を計測している。これより，

梁端部の回転角を得ることができる。梁のせん断力～端

部回転角関係を Fig. 13 に示す。なお，梁のせん断力は，

層せん断力を均等に配分し，反曲点をスパン中央と仮定

することで，式(4)により求めた。 

 図には，RC 規準 8)の略算による梁曲げ終局時せん断力

も示した。図示した部材は，概ね曲げ終局耐力程度のせ

ん断力を負担していたと推察される。一方，梁端回転角

の履歴曲線は，前節に示した層せん断力～層間変形角関

係と類似のスリップ性状を示している。このことから，

層の履歴性状には，梁端の挙動が大きく影響しているこ

とが確認できた。 

 

)(
18

1
1...  nstorynstorynB QQ

L

H
Q        (6) 

ここで，QB.n：n 階の梁せん断力，Qstory.n，Qstory.n-1：n 階

および n-1 階の層せん断力，H，L：柱高さ（=750mm）

と梁スパン（=1625mm），である。 

 

 4. まとめ 

 

 長周期地震動に対する鉄筋コンクリート造建物の挙動

を検討するため，超高層 RC 造建物を模擬した試験体を

用いて震動実験を実施した。その結果以下の知見を得た。 

 1) 観測波と模擬波を入力地震波として加震実験を行

い，最大応答層間変形角 1/200，1/100 および 1/50

超の概ね三段階の応答結果を，目標通りに得ること

ができた。 

 2) 最終加震では，最大応答層間変形角が 1/35 となっ

た。多くの梁端の主筋降伏状況や残留ひびわれの発

生状況から，この加震で，梁降伏先行型の全体降伏

形のメカニズムに至ったと考えられた。 

 3) 各加震ケースにおける最大のベースシア係数は，

Rmax=1/200 でも 0.18 程度，R=1/35 では 0.4 以上で

あり，超高層 RC 建物の設計で仮定する値より比較

的大きなベースシア係数となっていることが確認

された。このことから，本実験の範囲では，終局限

界時を保証する設計用応力が大きくなる可能性が

あることが示唆された。 

 4) 1 階の柱に生じる軸力を推定した結果，加震ケー

ス#2-6 で 0.25～0.45 程度，最終加震（#3-5）では，

0.35～0.5 程度の大きな軸力が作用したと推定され

た。 

 5) 層の応答性状および梁端の荷重～変形関係は，い

ずれも履歴面積が比較的小さく，スリップが見られ

ており，履歴によるエネルギー吸収の劣る結果であ

った。この要因については，今後の検討課題である。 
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  (a) 支配面積に応じた配分   (b) 構面ごとに等分 
 

Fig. 11 13 階柱軸力計測値と推定値の比較 
Comparison of Column Axial Force at 13th Floor 

 

 
  (a) 支配面積に応じた配分   (b) 構面ごとに等分 
 

Fig. 12 1 階柱軸力の推定値 
Estimation of Column Axial Force at 1st Floor 

 

 
 Vmu(1),Vmu(2)：それぞれ梁断面のみまたはスラブ筋を考慮した曲げ終局時せ

ん断力，横軸は Y1 通り X2-X3 間の梁の両端の回転角の和，縦軸は式(4)による
 

Fig. 13 梁のせん断力と端部回転角の関係 
Comparison of Column Axial Force at 13th Floor 
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成果をご提供いただき，入力地震波として活用させてい

ただきました。関係各位に厚くお礼申し上げます。 
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